
昭
和
26
年
、
今
か
ら
67
年
前
に

公
営
住
宅
法
が
施
行
さ
れ
て
い

る
。
そ
の
後
、
何
度
も
改
正
さ
れ
て
は

い
る
が
、
現
在
の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
に

マ
ッ
チ
し
て
い
る
の
か
疑
問
で
あ
る
。

市
町
村
に
お
い
て
は
、
多
様
化
す
る
住

宅
確
保
要
配
慮
者
へ
の
対
応
が
課
題
と

な
る
が
、
入
居
を
希
望
し
て
も
断
念
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
ケ
ー
ス
も
あ
る
。

今
後
、
公
営
住
宅
入
居
要
件
を
緩
和
す

る
こ
と
も
必
要
と
考
え
、
以
下
の
点
に

つ
い
て
伺
う
。

(1)
入
居
管
理
に
つ
い
て
。

①
現
在
の
全
公
営
住
宅
戸
数
と
空
き
家

戸
数
、
政
策
空
き
家
戸
数
は
。
②
平
成

29
年
度
の
応
募
状
況
と
高
倍
率
の
公
営

住
宅
は
。
③
応
募
が
無
か
っ
た
公
営
住

宅
の
最
長
期
間
は
。

(2)
公
営
住
宅
の
連
帯
保
証
人
に
つ
い
て

一
部
の
住
宅
に
限
り
連
帯
保
証
人
を
免

除
す
る
制
度
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
な

い
か
。

(1)
①
今
年
３
月
末
時
点
の
町

内
の
公
営
住
宅
戸
数
は
、
町
管
理
分
が

７
９
５
戸
、
北
海
道
管
理
分
が
２
９
３

戸
の
合
計
１
０
８
８
戸
。
空
き
家
戸
数

は
町
管
理
分
が
61
戸
、
北
海
道
管
理
分

が
17
戸
の
合
計
78
戸
。
政
策
空
き
家
は

町
管
理
分
が
50
戸
、
北
海
道
管
理
分
で

は
発
生
し
て
い
な
い
。
②
延
べ
募
集
戸

数
62
戸
に
対
し
て
44
件
の
応
募
が
あ

り
、
全
体
で
は
約
０
・
７
倍
の
応
募
倍

率
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
高
倍
率
と

な
っ
た
住
宅
は
、
札
内
泉
町
団
地
で
、

１
戸
が
６
倍
の
倍
率
と
な
っ
た
。
③
公

営
住
宅
の
入
居
募
集
は
、
奇
数
月
に
行

う
定
期
募
集
と
、
定
期
募
集
で
２
回
連

続
し
て
応
募
が
無
か
っ
た
住
宅
を
い
つ

で
も
入
居
で
き
る
と
し
た
随
時
募
集
の

二
つ
の
方
法
に
よ
り
行
っ
て
い
る
。
平

成
29
年
度
の
定
期
募
集
で
は
６
か
月
、

随
時
募
集
で
は
４
年
10
か
月
と
な
っ
て

い
る
。

(2)
入
居
を
希
望
す
る
方
の
中
に
は
親
戚

や
知
人
、
友
人
な
ど
の
身
寄
り
も
、
知

り
合
い
も
い
な
い
方
が
現
に
い
る
。
こ

う
し
た
入
居
者
は
、
連
帯
保
証
人
が
ど

う
し
て
も
見
つ
か
ら
な
い
場
合
に
は
、

申
立
書
の
提
出
を
受
け
て
連
帯
保
証
人

の
連
署
を
要
し
な
い
と
す
る
取
扱
い
を

行
っ
て
い
る
。

公
営
住
宅
に
応
募
が
な
い
、

空
き
状
況
が
４
年
10
か
月
と
い
う
こ
と

を
ど
の
よ
う
に
捉
え
、
今
後
の
方
策
と

し
て
、
入
居
要
件
の
緩
和
や
入
居
者
の

負
担
軽
減
を
図
る
べ
き
で
は
な
い
か
。

札
内
を
希
望
さ
れ
る
方
が
多
く
、
浴

室
設
備
な
ど
が
な
い
住
宅
は
敬
遠
さ
れ

る
。
民
間
で
あ
れ
ば
、
家
賃
を
引
き
下

げ
る
と
い
う
こ
と
も
で
き
る
が
、
公
営

住
宅
は
家
賃
算
定
に
も
法
律
上
の
制
約

が
あ
る
。
入
居
要
件
緩
和
で
は
、
緩
和

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
本
当
に
住
宅
困

窮
し
た
方
の
入
居
機
会
が
奪
わ
れ
て
し

ま
う
と
い
う
こ
と
も
考
え
ら
れ
、
同
居

親
族
要
件
は
引
き
続
き
継
続
し
て
設
け

て
い
く
。
設
備
の
充
実
な
ど
に
つ
い
て

は
、
今
後
検
討
し
た
い
。

政
府
は
「
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総

活
躍
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
き
、

結
婚
支
援
や
子
育
て
環
境
の
充
実
を
推

進
し
、
自
冶
体
の
取
組
を
支
援
す
る
「
地

域
少
子
化
対
策
重
点
推
進
交
付
金
」
を

平
成
29
年
度
か
ら
倍
増
す
る
な
ど
、
総

合
的
な
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
若

い
人
た
ち
の
結
婚
に
伴
う
経
済
的
な
負

担
を
軽
減
す
る
た
め
、
新
生
活
を
始
め

る
新
居
の
購
入
費
や
家
賃
、
引
っ
越
し

費
用
の
一
部
を
支
援
す
る
「
結
婚
新
生

活
支
援
事
業
」
を
本
町
で
も
実
施
す
べ

き
と
考
え
る
が
、
見
解
を
伺
う
。

平
成
30
年
度
の
国
の
事
業

は
、
夫
婦
と
も
に
婚
姻
日
の
年
齢
が
34

歳
以
下
、
世
帯
所
得
が
３
４
０
万
円
未

満
の
新
規
に
婚
姻
し
た
世
帯
を
対
象

に
、
１
世
帯
当
た
り
30
万
円
を
補
助
上

限
額
と
し
、
そ
の
２
分
の
１
を
国
が
自

治
体
に
補
助
し
て
い
る
。
道
内
で
は
、

音
更
町
を
含
む
19
市
町
村
で
取
り
組
ま

れ
て
お
り
、
さ
ら
な
る
少
子
化
対
策
や

人
口
減
少
対
策
の
一
つ
と
し
て
、
本
町

で
も
実
施
し
た
い
。

答問
住
宅
困
窮
要
件
や
収
入
基
準
な
ど
、
入
居
者
資

格
を
満
た
す
方
で
な
け
れ
ば
入
居
で
き
な
い

公
営
住
宅
の
募
集
の
あ
り
方
と
管
理
状
況
、
入
居

要
件
を
緩
和
す
る
考
え
は

■ 一 般 質 問 ■ 

⓫

問

再

質

問

答

問

町
　
長

岡本眞利子 議員
（政清会）

答問
「
結
婚
新
生
活
支
援
事
業
」
を
実

施
し
た
い

若
者
世
帯
、
子
育
て
世
帯
へ
の
支

援
の
拡
充
を

町
　
長


